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推薦論文

共有アンテナを用いた
異種無線多重MIMOチャネル動的構成方式

奥本 裕介1 滝沢 泰久2

受付日 2020年5月2日,採録日 2020年7月7日

概要：近年，スマートフォンなどにおける多様なアプリケーションの利用拡大，および IoTの社会への浸
透にともない，ネットワークトラフィックが急増している．そのために，新たな無線通信システムとして
第 5世代移動通信（5G）の普及が望まれている．5Gでは，容量拡大のため高周波数帯の利用とMIMOを
用いる．高周波数の利用は通信範囲が狭くなることから，5Gにおいてアンテナ数が増大することが予想さ
れている．一方で，アンテナは無線システムごとに固定化されており，アンテナリソースを他の無線シス
テムと共有利用することはできない．MIMOではアンテナ数に比例して帯域拡大が見込まれるが，アンテ
ナ数が増加するごとにその容量拡大は鈍化する．したがって，単一無線システムで構成されるMIMOチャ
ネルでは容量拡大に限界がある．しかし，アンテナリソースを他の無線システムと共有利用し，MIMO
チャネル容量がより拡大可能な無線システムへアンテナを，適宜，割り当てることにより，複数の無線シ
ステムのMIMOチャネルの総容量拡大が見込める．以上のことから本論文では，5G環境において増加す
る多数のアンテナリソースを複数の異種無線システム間で共有し，適宜，必要に応じてアンテナをそれぞ
れの無線システムに分配して，多重のMIMOチャネルの総容量を拡大する異種無線多重MIMOチャネル
動的構成方式を提案する．さらに，多重のMIMOチャネルを仮想の単一MIMOチャネルに構成・集約す
ることにより，アプリケーションのスループット向上を図るシステム構成方式を示す．
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Abstract: Recently, network traffic has increased rapidly becasue of the expansion of the utilization of vari-
ous applications in smartphones and the spread of IoT. Therefore, the 5th generation mobile communication
(5G) is expected as a new wireless communication system. 5G uses high frequency bands and MIMO for
communication capacity expansion, and then requires a much large number of antennas because the com-
munication range in high frequency band becomes narrower. Therefore, in 5G, a large number of antennas
definitely will be deployed. In MIMO, the communication capacity increases according as increase in an-
tennas, however it saturates on a excessive number of antennas because the difference for characteristics in
space division with multiple antennas decreases. Therefore, the MIMO in a wireless system cannot effectively
utilize a large number of antennas in 5G. In this paper, to effective utilization for a large number of antennas
and MIMO technology in 5G, dynamic configuration for multiplex MIMO channel with shared antennas on
heterogeneous wireless systems is proposed. The proposal lets heterogeneous wireless systems share their an-
tennas, dynamically distributes the shared antennas among them, and increases sum of their MIMO channel
capacity, furthermore increases application throughput by virtual bonding their MIMO channels.
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1. はじめに

移動端末として，高性能携帯端末であるスマートフォン

本論文の内容は 2019年 9月の第 180回 DPS・第 85回 EIP合
同研究発表会で報告され，マルチメディア通信と分散処理研究会
主査により情報処理学会論文誌ジャーナルへの掲載が推薦された
論文である．
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やタッチパネルによる入出力操作を可能とするタブレット

PCが続々と登場し，様々なアプリケーションの利用拡大

が急速に進んでいる．これにともない無線ネットワーク内

には多様なコンテンツが増え，使用するデータの量やユー

ザ数も年々増加している．また，IoT（Internet of Things）

の社会への浸透により，ネットワークに内包するデバイス

数，トラフィックは今後さらに増加すると予想される．こ

のような無線通信の利用状況から無線通信において周波数

帯域の広帯域化が求められる [1]．しかしながら，データ通

信に適した周波数帯域は既存の無線システムに割り当てら

れているため，周波数不足の問題が顕在化している．

これら多様な無線システムの利用拡大と周波数不足の背

景から，近年では新たな無線通信システムとして第 5世代

移動通信（以降，5G：5th Generation）[2]が実装に向けて

動き出している．5Gでは使用する周波数を従来の周波数

帯に加えて高周波数帯も利用する．これにより，高速・大

容量，多接続，低遅延化を実現する．しかしながら，従来よ

りも高い周波数帯を利用することで，通信距離が短くなる．

したがって，5Gサービス域を増やすため，今後，アンテナ

数が格段に増加することが予想できる．また，無線通信の

広帯域化技術としてMultiple-Input and Multiple-Output

（以降，MIMO）[3]が採用されている．MIMOは送信機と

受信機の双方で複数のアンテナを使い通信ストリームを

増やすことで空間を多重化し，帯域拡大を図る．理論的に

はアンテナ数に比例して帯域拡大が見込まれる．したがっ

て，5Gにおける無線システムの広帯域化はMIMOとその

アンテナ数に強く依存する．

現在，アンテナは無線システムごとに固定化されており，

アンテナリソースに基づくMIMOチャネルの容量拡大は

単一無線システム内に限定される．また，MIMOにおいて

アンテナ数を増やすことにより帯域拡大を図れるが，アン

テナ数の増加に従い空間分割の特性効果が低下して，帯域

拡大が鈍化する．したがって，複数の無線システム間でア

ンテナを共有し，MIMOチャネル容量がより拡大する無線

システムへアンテナを割り当てることにより，複数無線シ

ステムにおけるMIMOチャネル総容量を拡大することが

可能である．

以上のことから，本論文では，5G環境の多数のアンテナ

リソースの有効活用によりさらなる容量拡大を図るため，

アンテナを異種無線システム間で共有して，それぞれの無

線システム状況に応じて適切にアンテナを分配し，多重の

MIMOチャネルの総容量を拡大する異種無線多重MIMO

チャネル動的構成方式を提案する．さらに，構成された異

種無線システムのMIMOチャネルを集約して仮想の単一

MIMOチャネルとし，アプリケーションのスループット向

上を図る．

2. 関連研究

近年，多様な MIMO の研究がさかんに行われている．

MIMOの研究は 3つに分類される．以下では，3つの分類

において代表的・典型的な研究を示す．

• MU-MIMO

MU-MIMOでは，アンテナごとに異なる指向性を持っ

た信号を複数の端末に送信する 1対多の通信をする．

受信側 1 端末あたりの最大通信速度が上がるわけで

はないが，送信側が同時に送信できる端末が増える

ため，システム全体ではスループットが向上する．

MU-MIMOは空間方向に多重することで時間利用効

率を向上させるが，無線メッシュネットワークでは，

複数の受信ノード，送信ノードが存在し，空間利用率

の低下が課題となっている．近年の研究では，これを

解決するために制御フレームを用いて不必要な NAV

をキャンセルさせることで，パケット送信を密に行い

面的性能を向上さる研究 [4]やトラフィック増量に対

応可能なユーザを選択して通信を行う研究 [5]などが

されている．

• Massive-MIMO

従来のMIMOでは，アンテナ 4～8本で使用されてい

る．Massiv-MIMOでは送信側のアンテナが大幅に増

え，数十から数百のアンテナ素子を使用してデータを

送信する．また，一定方向に指向性の高い電波を送る

ビームフォーミングという技術を組み合わせることで，

1人 1人に専用の電波を割り当てることができ，基地局

間の干渉を抑えながら電波強度を上げ，高速通信を可

能にする．しかし，Massive-MIMOではスモールセル

間の干渉が発生する．スモールセルをクラスタリング

することで干渉を減少させる，動的スモールセルクラ

スタリング方式が提案されている．これを基に，クラ

スタ間干渉を調整する手法が研究されている [6], [7]．

• Distributed-MIMO

5G環境では通信範囲が狭まることにより，アンテナが

密に配置されることが想定される．Distributed-MIMO

では，密に配置されているアンテナを協調制御する．

複数の基地局を仮想的に 1つの基地局として通信をす

ることで，各基地局で協調制御された電波を利用する

ことができ，電波干渉を防ぐ．Distrubuted-MIMOで

は，評価実験が行われている [8], [9], [10]．

以上のように，MIMOにおいて多様な研究が行われてい

る．しかし，いずれも，単一無線システム内のMIMOチャ

ネルの大容量化または多接続性を目的とし，複数の無線シ

ステムにおけるMIMOチャネル容量とする視点は考えら

れていない．
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3. 提案方式

3.1 MIMOチャネル特性

MIMOチャネル容量はシャノンの定理 [11]に基づいて

次ように定式化できる．

C = x ∗ B log2

(
1 +

SNR

x

)
(x > 0) (1)

C はMIMOチャネル容量，xはMIMOアンテナ数，B

は帯域幅，SNRは SN比である．式 (2)にMIMOチャネ

ル容量のMIMOアンテナ数 xに関する導関数を示す．

dC

dx
= Blog2

1 + SNR
x

e
SNR

x+SNR

(2)

式 (2) は x � 0 においてつねに 0 以上であることから

MIMOチャネル容量はMIMOアンテナ数に対して単調増

加となる（図 1）．さらに式 (1)の 2次導関数は次のように

なる．

d2C

dx2
= − BSNR2

x(x + SNR)2log2
(3)

式 (3)は x � 0でつねに 0以下であるのでMIMOチャネ

ル容量増加はアンテナ数に対して単調減少である（図 2）．

すなわち，MIMOチャネル容量はアンテナ数に対して上

に凸の単調増加となる．アンテナ数の増加にともないチャ

ネル容量の増加量が減衰する理由は，1アンテナ数に割り

当てらる出力が低下するためである．また，実環境におい

ては，MIMOチャネルでは，アンテナ数が過度に増加する

と，空間多重化において分割された空間の空間特性の相違

が減少し，容量拡大が鈍化する．式 (2)，(3)および空間分

割の特性から過度なアンテナ数を無線システムへ割り当て

ても大きな容量拡大は期待できない．

3.2 異種無線多重MIMOチャネル動的構成方式

3.1節ではMIMOチャネルの特性により，単一のMIMO

チャネルでは限界があることを示した．本提案方式である

異種無線多重MIMOチャネル動的構成方式では，より容

量拡大が見込める無線システムへアンテナを分配・割り当

てることにより，複数の異種無線システムのMIMO容量

総和において拡大を図る．提案方式は次の 4つの機能から

構成され，その構成図を図 3 に示す．

• 共有アンテナ
複数の無線システム間で相互に共有利用可能とするア

ンテナ集合体．

• 多重MIMOチャネル

共有アンテナを割り当てられた無線システム MIMO

チャネルで構成された各無線システムMIMOチャネ

ルの集合．

• 共有アンテナ分配アルゴリズム
多重MIMOチャネルにおいて各無線MIMOチャネル

図 1 アンテナ数に対する MIMO チャネル容量

Fig. 1 MIMO channel capacity according to number of

antennas.

図 2 アンテナ数に対する MIMO チャネル容量増加量

Fig. 2 Increase in MIMO channel capacity according to

number of antennas.

図 3 機能構成図

Fig. 3 Functional configuration.

の総容量を最大化するアンテナ分配数を探索する．

• 仮想単一MIMOチャネル構成方式

複合無線アクセスネットワーク [12] を用いて，多重

の MIMO チャネルを仮想の単一 MIMO チャネルに

構成・集約する．これにより，アプリケーションのス

ループット向上を図る．

3.2.1 共有アンテナ分配アルゴリズム

異種無線多重MIMOチャネルでは，異種無線システム

間において，アンテナ数に対して相対的に容量拡大が見込

める無線システムへ共有アンテナを分配し，複数の無線シ

ステムのMIMOチャネルの総容量において拡大を図る．

図 4 に共有アンアテナ分配に基づく無線システム Aお

よび Bの MIMOチャネル容量，多重 MIMOチャネル容

量を示す．x軸は無線システム Aへの共有アンテナ割当て

数，y 軸は MIMOチャネルの容量を示す．共有アンテナ

数は N本と一定として，右に行くほど無線システム Aに

割り当てるアンテナ数が増え，逆に無線システム Bに割り
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図 4 無線システム A/B の MIMO チャネル容量および異種無線多

重MIMOチャネル容量の共有アンテナ分配数に対する依存性

Fig. 4 Dependence of MIMO channel capacity and multiplex

MIMO channel capacity in A and B wireless system on

antennas distribution.

当てるアンテナ数が減少する．したがって，無線システム

AのMIMOチャネル容量は x軸に対して上に凸で単調増

加し，一方，無線システム Bは上に凸で単調減少する．異

種無線多重MIMOチャネル容量はこれら個々の無線シス

テムのMIMOチャネル容量の和であり，この容量は共有

アンテナ分配数に対して上に凸となる．すなわち，MIMO

のチャネル容量和を最大化する供給アンテナの分配数が存

在する．

最適な共有アンテナ分配数の探索に最急降下法 [13]を適

用する．共有アンテナ分配においてチャネル容量が上昇す

る方向を選択して最適解を探索する．共有アンテナ分配 t

回目の無線システムAの共有アンテナ分配数をA(t)，共有

アンテナ分配 t回目における無線システム A，BのMIMO

チャネル総容量を C(t)とする．式 (4)に動的な共有アン

テナ分配のアンテナ更新則を示す．

A(t + 1) =

{
A(t) + 1 (C(t) � C(t − 1))

A(t) − 1 (C(t) < C(t − 1))
(4)

式 (4)を繰り返すことで容量を最大化する最適な共有ア

ンテナ分配数を探索する．図 4 のように，上に凸関数にな

ると考えられるので，局所解に囚われることはない．

式 (4)に基づくアンテナ分配の手順を図 5 を用いて具体

的な共有アンテナ分配の動作を説明する．ここで示す図 5

の共有アンテナ数は 4本とする．

Step0. 初期の共有アンテナ分配を設定（無線システム

A1本，無線システム B3本）．

Step1. 共有アンテナ分配を任意に 1アンテナ移動する

（図 5 グラフ (a)の左端の緑矢印：無線システム Bか

ら無線システム Aへ）．

Step2-1. MIMOチャネル容量和が増加する場合は，同

アンテナ移動方向をMIMOチャネル容量和増加方向

として設定する（図 5 グラフ (a)ではアンテナ移動方

向を右向きにする）．

Step2-2. MIMOチャネル容量和が減少する場合は，逆

方向アンテナ移動をMIMOチャネル容量和増加方向

として設定する（図 5 グラフ (b)ではアンテナ移動方

向を右向きにする）．

Step3. MIMOチャネル容量が減少するまで設定した方

向へ 1アンテナずつアンテナ移動を繰り返す（図 5 グ

ラフ (a)の左から 2番目，3番目の緑矢印：無線シス

テム Bから無線システム Aへ）．

Step4. アンテナ移動によりMIMOチャネル容量が減少

した場合は Step2-2へ戻る．

以上の手順で動的にチャネル容量が最大になる場合の共

有アンテナ分配数を探索する．

しかし，上記手順においては Step2-2から Step4の手順

が，MIMOチャネル容量和を最大化する最適アンテナ分配

数（以降，最適アンテナ分配）の近傍で繰り返すことにな

り，最適アンテナ分配を維持できない．したがって，最適

アンテナ分配を維持するとともに，最適アンテナ分配の探

索時間を短縮するため，共有アンテナ分配周期インターバ

ルを動的に変更する．

共有アンテナ分配周期インターバルが短い場合と長い場

合では以下のことが考えられる．

• インターバルが短い場合
利点：短期間で最適な共有アンテナ分配数に到達する．

問題点：分配周期インターバルを短くすると，スルー

プットの計測期間が短くなり，スループットの瞬時

変動に過度に反応して，分配が振動する．

• インターバルが長い場合
利点：スループットの計測時間が長くなり，大域的な

スループット値が得られ，安定した共有アンテナ分

配がされる．

問題点：スループットの変動に鈍感になり，共有アン

テナ分配の処理に遅延が生じる．

以上の利点，問題点より，共有アンテナ分配の処理を，

最適アンテナ分配探索フェーズ（以降，分配探索フェーズ）

と最適アンテナ分配維持フェーズ（以降，分配維持フェー

ズ）に分ける．分配探索フェーズとは，MIMOチャネル

容量を最大化する最適アンテナ分配を探索するまでの期間

とし，探索を短期間で行うため，共有アンテナ分配周期イ

ンターバルに短周期インターバル（S-Interval）を用いる．

分配維持フェーズとは，分配探索フェーズにより探索され

た最適アンテナ分配を維持する期間とし，安定したスルー

プット値を取得するため，共有アンテナ分配周期インター

バルに長周期インターバル（L-Interval）を用いる．

c© 2020 Information Processing Society of Japan 1632



情報処理学会論文誌 Vol.61 No.10 1629–1638 (Oct. 2020)

図 5 動的な共有アンテナ分配機能

Fig. 5 Dynamic distribution for shared antennas.

共有アンテナ分配の処理手順について説明する．初期で

は分配探索フェーズとして，共有アンテナ分配周期イン

ターバルを S-Intervalに設定し，共有アンテナ分配周期切

替条件に式 (5)を用いる．C(t) � C(t− 1)の場合は，分配

探索フェーズを継続し，Step3を実施する．C(t) < C(t−1)

の場合は，図 5 の Step4から Step2-2に戻り，最適アンテ

ナ分配数を発見したと想定して，分配維持フェーズへ移行

し，S-Intervalを L-Itervalへと切り替えて，その切替条件

を式 (5)から式 (6)に変更する．分配維持フェーズにおけ

る式 (6)は，最適アンテナ分配で発生する微小変動を無視

し，無用なアンテナ分配を抑制するため，感度レート Q

（0 < Q < 1）を導入する．分配維持フェーズにおいて，共

有アンテナ分配周期切替条件の式 (6)でC(t) � C(t−1)∗Q

の場合は，分配維持フェーズを継続し現行の共有アンテナ

分配数を維持する．C(t) < C(t− 1) ∗Qの場合は，MIMO

チャネル状況が変動したと想定して，分配探索フェーズへ

移行し，L-Intervalを S-Intervalへ切り替えて Step2-2へ

戻る．また，共有アンテナ分配周期切替条件を式 (6)から

式 (5)にする．

Interval [sec]

=

{
S − Interval [sec] (C(t) � C(t − 1))

L − Interval [sec] (C(t) < C(t − 1))
(5)

Interval [sec]

=

{
L − Interval [sec] (C(t) � C(t − 1) ∗ Q)

S − Interval [sec] (C(t) < C(t − 1) ∗ Q)
(6)

共有アンテナ分配アルゴリズムは，図 6 に示すように，

各無線システムで計測されたMIMOチャネルスループッ

トを入力とし，出力として共有アンテナ機能へ分配数を指

示する．共有アンテナ分配機能では各無線システムへ共有

アンテナを分配し，各無線システムが分配された共有アン

テナを用いてMIMOチャネルを構成し通信を実施し，計

測されたスループットを共有アンテナ分配アルゴリズムに
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図 6 共有アンテナ分配モジュール

Fig. 6 Modules in shared antennas distribution.

フィードバックする．以上の制御フィードバックループを

繰り返し，MIMOチャネル容量和を最大化するアンテナ分

配数を共有アンテナ分配アルゴリズムで探索する．

3.3 仮想単一MIMOチャネル構成方式

仮想単一MMIOチャネルはアプリケーションのスルー

プットを拡大するために，共有アンテナ分配により最適

に構成された複数のMIMOチャネルを IPレイヤとMAC

レイヤ間で集約して，IPレイヤ以上において仮想的な単

一MIMOチャネルとして構成する．複数の無線システム

のMIMOチャネルを集約する仮想チャネルボンディング

（Virtual Channel Bonding）レイヤを IPレイヤとMacレ

イヤ（I/F）の間のサズレイヤとして構成する（図 7）．

仮想チャネルボンディングレイヤによる実装構造とパ

ケットの流れを図 8，図 9 を用いて説明する．

図 8 において，

• 送信側アプリケーション，受信側アプリケーションの
IPアドレスはそれぞれ 192.168.10.1，192.168.10.2と

し，仮想チャネルボンティング I/Fに対応する．

• 送信側に装備されている 4つの実無線 I/Fの IPアド

レスは，それぞれ 10.0.1.1，10.0.2.1，10.0.3.1，10.0.4.1

とする．

• 受信側に装備されている 4つの実無線 I/Fの IPアド

レスは，それぞれ 10.0.1.2，10.0.2.2，10.0.3.2，10.0.4.2

とする．

ここで，送信側においてアプリケーションが送信元

192.168.10.1 として送信先 192.168.10.2 へデータ送信す

る場合について仮想チャネルボンディングを説明する．

( 1 ) 当該データは IPレイヤにおいて送信元 192.168.10.1，

送信先 192.168.10.2 とする IP ヘッダが付与されて，

IPパケットとして仮想チャネルボンディングレイヤ

にパケットへ引き渡される．

( 2 ) 仮想チャネルボンディングレイヤでは集約している実

無線 I/Fのいずれかに IPパケットを転送するため，転

送先として選択した実無線 I/Fの IPアドレスに基づ

いて送信元 10.0.x.1，送信先 10.0.x.2，ルーティングプ

ロトコルを仮想チャネルボンディングとする IPヘッ

ダ（図 9）を付与して，選択無線 I/Fへ引き渡す．

( 3 )，( 4 ) 送信側の無線 MACレイヤから受信側の MAC

図 7 仮想チャネルボンディングによる複合無線システムの隠蔽

Fig. 7 Transparency of heterogeneous wireless system with

virtual channel bonding.

図 8 仮想チャネルボンディングのプロトコルスタック構造

Fig. 8 Protocol stack in virtual channel bonding.

図 9 パケット構成

Fig. 9 Packet format structure.

レイヤへデータが到着し，受信側MACからルーティ

ングプロトコルとして仮想チャネルボンディングレイ

ヤへ IPパケットが引き渡される．

( 5 ) 受信側の仮想チャネルボンディングレイヤでは，IP

ヘッダの送信先 IPアドレス 10.0.x.2を確認し，当該

IP ヘッダを取り外し，送信元 192.168.10.1，送信先

192.168.10.2 とする IP パケットを IP レイヤへ引き

渡す．

( 6 ) IPレイヤは IPヘッダの送信先 IPアドレスを確認し

て上位レイヤにパケットを渡す．最終的に受信側のア

プリケーションにパケットが到着する．

以上より，アプリケーションレイヤからは複数の無線シ

ステムを隠蔽し，パケットの送受信を可能とする．
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4. 性能評価

提案方式をQualNetネットワークシミュレータを用いて

評価する．評価は受信側を固定した場合（シナリオ 1）と

移動した場合（シナリオ 2）において行う．

4.1 評価条件

図 10 のようにネットワークが構成される．以下にシ

ミュレーション条件を示す．

シナリオ 1では表 1 の条件で基地局と受信端末を距離

5 mに固定した場合で，提案方式が有効であるかを検証す

る．シナリオ 2は表 1，表 2 の条件で端末を移動させた場

合で最適な共有アンテナ分配が継続的に実施できているか

を確認する．共有アンテナ分配機能に入力するスループッ

ト値は，共有アンテナ分配時間周期のインターバルで受信

したデータ量の平均スループットを式 (7)で算出する．

期間スループット [bps] =
受信データ量 [bit]

Interval [sec]
(7)

4.2 共有アンテナ分配周期インターバルの評価（シナリオ

1）

IEEE802.11n（11n）と IEEE.802.11ac（11ac）において

4本の共有アンテナを用いる場合，事前計測により 11nに

3 アンテナ，11ac に 1 アンテナを分配したケースで最大

容量 75 Mbpsとなる．この最適アンテナ分配を指標とし

て，提案方式の共有アンテナ分配アルゴリズム，S-interval，

L-interval，感度レートの有用性を検証する．送信側と受信

側との距離を 5 mに固定し，100 Mbpまでのトラフィック

において，次の 4ケースをスループットを比較する．

• 提案方式
提案手法では，S-Intervalを 0.5 sec，L-Intervalを 3.0 sec

に設定する．感度レート Qを 0.98に設定する．

• 最適アンテナ分配
前述の最大容量となる 11nへ 3アンテナ，11acに 1ア

ンテナを固定分配する．

• 短周期分配
一様に短周期で提案方式に基づいてアンテナ分配を

行い，感度レートを無効とする．すなわち，提案方式

において，S-Interval，L-Intervalともに 0.5 sec，感度

レートを 1.0とする．

• 長周期分配
一様に長周期で提案方式に基づいてアンテナ分配を

行い，感度レートを無効とする．すなわち，提案方式

において，S-Interval，L-Intervalともに 3.0 sec，感度

レートを 1.0とする．

図 11 より，トラフィック量 40 Mbps以下では，提案方

式，短周期分配，長周期分配のどのケースでもすべてのト

ラフィックの転送が可能であることが分かる．すなわち，

図 10 シナリオ構成

Fig. 10 Evaluation scenarios.

表 1 シミュレーション諸元

Table 1 Simulation parameters.

設定項目 シナリオ 1 シナリオ 2

共有アンテナ数 [本] 4

無線システム IEEE802.11n，11ac（表 2）

送信電力 [dbm] 50

シミュレーション時間 [sec] 300 150

パケット送信開始時間 [sec] 0

パケット送信終了時間 シミュレーション終了まで

アプリケーション CBR（固定ビットレート）

トラフィック [Mbps] 5, 10, …, 100 10

感度レート Q 0.98

S-Interval [sec] 0.5

L-Interval [sec] 3.0

移動距離 [m] - 0～150

表 2 無線システムの利用周波数

Table 2 Frequency in each wireless system.

通信システム 使用周波数 最大通信範囲

IEEE802.11n 2.4GHz 150 m 以上

IEEE802.11ac 5.0GHz 約 50 m

図 11 各ケースのスループット推移

Fig. 11 Throughput transition of each methods according to

traffic.

どのようなアンテナ分配においてもMIMOチャネル容量

がトラフィック量を上回っていると考えられる．

トラフィック量 45 Mbps以上では，短周期分配，長周期

分配のケースにおいて，スループットが大幅に低下するが，

提案方式ではスループットを大きく低下する場合はなく，

最適アンテナ分配に近いスループットとなる．提案方式，
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短周期分配，長周期分配のいずれも共有アンテナ分配アル

ゴリズムにより最適な分配を発見しているが，提案方式は

最適分配を維持でき，一方，短周期分配と長周期分配を維

持できない．これを示すため，次に，各ケースの詳細な共

有アンテナ分配，スループットの変動を示す．

図 12 はトラフィック 75 Mbpsにおいて，提案方式，短

周期分配，長周期分配の各ケースでの，共有アンテナの無

線システム 11nへの分配数の変動を示す．図 12 より，短

周期分配と長周期分配のケースを比較した場合，短周期分

配では 10 secに探索を完了し，長周期分配では 47 secに探

索を完了している．インターバルが短い短周期分配の方が

早く探索を完了している．これは，切り替えタイミングが

早いため，最適な共有アンテナ分配数（11nに 3本，11acに

1本）を短時間で探索できる．しかし，スループットの瞬

時変動に過度に反応して，共有アンテナ分配が頻繁に行わ

れるため，最適なアンテナ分配を維持できず，スループッ

トが低下している．長周期分配は 47 secで最大化アンテナ

分配に至るが，感度レートが 1で高いため，スループット

の微小変動により無用なアンテナ分配が発生し，短周期分

配と同様に 75 Mbpsのスループットを得られない．一方，

提案方式では 24 secで探索を完了し，その後，最適なアン

テナ分配を維持することで，高いスループットになる．

図 13 はトラフィック 75 Mbpsにおいて，提案方式，短

周期分配，長周期分配の各ケースでの，スループット変動

を示す．前述のように，図 12 において短周期分配は 10 sec

で最適アンテナ分配に至るが，短期間におけるスループッ

トの瞬時変動に過剰に反応して，最適アンテナ分配を維

持できない．そのため，75 Mbpsのスループットを得られ

ない．同様に，長周期分配においても前述ように分配維持

フェーズにおけるスループットの微小変動により無用なア

ンテナ分配が行われ，最適アンテナ分配の近傍で振動して，

75 Mbpsのスループットを維持できない．提案方式では，

24 secで探索を完了し，探索を完了後，安定して最適アン

テナ分配を維持して（図 12 の 25 sec以降），75 Mbpsのス

ループットとなる．

提案方式，短周期分配，長周期分配のいずれも最適アン

テナ分配は発見できている点において，分配アルゴリズム

は機能している．最適アンテナ分配探索時間は，提案方式

は 24 secであり，短周期分配の 10 secに及ばないが長周期

分配の 47 secより 23 sec早い．このことから，S-Interval

の有用性が認められる．最適アンテナ分配発見後におい

て，短周期分配や長周期分配ではこれを維持できない．短

周期分配は分配周期が短いことが原因であるが，長周期分

配は周期が長いが振動が発生する．一方，提案方式は最適

アンテナ分配発見後，これを維持して高いスループットと

なることから，L-intervalと感度レートの組合せが有効に

機能していると考える．

提案方式が短周期分配と同様の最適アンテナ分配探索時

図 12 75 Mbps における各ケースの共有アンテナ分配推移

Fig. 12 Transition of shared antenna distribution in each

methods on 75 Mbps traffic.

図 13 75 Mbps における各ケースのスループット推移

Fig. 13 Transition of throughput in each methods on 75 Mbps

traffic.

図 14 75 Mbps における分配周期とスループットの推移

Fig. 14 Switch over S-interval/L-interval and throughput

transition on 75 Mbps traffic.

間とならないことを考察する．図 14 は，トラフィックが

75 Mbpsの場合での提案方式のスループットと共有アンテ

ナ分配周期インターバルの推移を示す．2～15 secの期間は

その期間直前の S-Intrevalによる一時的スループットの減

少から L-Intervalへと切り替わり分配維持フェーズとなっ

ている．しかし，15 seから S-Intrevalへ切り替わり分配探

索フェーズへ移行し，24 secで最適アンテナ分配を発見し

L-intervalへ切り替わり分配維持フェーズへ移行し，これ

を維持する．この探索時間は 9 secであり，短周期分配と

ほぼ同等である．すなわち，2～15 secの一時的に分配維持

フェーズへ移行することを回避すれば，短周期分配と同様

に短時間で最適アンテナ分配を発見できると考える．また，

図 11 における提案方式と最適アンテナ分配との 45 Mbps
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以上でのスループットの差は，提案方式が上記のような最

適アンテナ分配を探索し発見するまでのスループットによ

る差であり，探索時間が短縮できれば，最適アンテナ分配

と同等の平均スループットになる．

4.3 移動時のスループット評価

受信側を移動し各無線システムの容量が変動した場合に

おいても継続的に共有アンテナ分配を実施してスループッ

トの最大化を維持できるかを検証する．トラフィック量は

送信側と受信側との最大距離 150 mにおいて通信可能とす

るトラフィック量 10 Mbpsとして設定する．図 15 は，提

案方式と 4本の共有アンテナを 11nと 11acに固定分配し

た 5つのケースの移動距離に対してスループットの推移を

示す．また，無線システムへの電力分配は表 3 のように，

電力を使用無線システム数で平等に分割している．図 15

から，各固定アンテナ分配ケースにおいて 10 Mbpsトラ

フィックに対して次の地点で容量超過が発生する．

• 11n × 1本，11ac × 3本（図 15 の水色線）において，

約 11 m地点以降ではアンテナ 1本に対して 8.3 dbm

割り振られている 11ac× 3本がその出力から通信不可

になり容量超過が発生する．

• 11n × 2本，11ac × 2本（図 15 の橙色線）において，

約 39 m地点以降ではアンテナ 1本に対して 12.5 dbm

割り振られている 11ac× 2本がその出力から通信不可

になり容量超過が発生する．

• 11n × 3本，11ac × 1本（図 15 の黄色線）において，

約 44 m地点以降ではアンテナ 1本に対して 25 dbm割

り振られている 11ac× 1本がその出力から通信不可に

なり容量超過が発生する．

• 11ac × 4本（図 15 の緑線）において，55 m地点以降

では通信不可になる．

55 m地点以降でトラフィック 10 Mbpsを十分に送信でき

る共有アンテナ分配数は「11n × 4本」唯一になる．

図 15 の提案手法では，11 m地点で共有アンテナ分配数

「11n× 1本，11ac× 3本」が容量超過することにより，一

時的にスループットが低下するが，ただちに 10 Mbpsに

復帰している．図 16 は提案手法でのインターバル切替と

共有アンテナ分配数の推移を示す．図 16 より，11 m地点

通過後の共有アンテナ分配は，「11n × 2本，11ac × 2本」

に分配されている．共有アンテナ分配周期インターバルは

S-Intervalから L-Intervalに切り替わり，分配維持フェーズ

になっていることが分かる．次に，39 m地点で共有アンテ

ナ分配数「11n× 2本，11ac× 2本」が容量超過することに

より，スループットが低下する．図 16 より，39 m地点通

過後は，共有アンテナ分配数「11n× 2本，11ac× 2本」が

容量超過になることに反応して，また，共有アンテナ分配イ

ンターバルが S-Intervalへ切り替わって分配探索フェーズ

になっており，スループットの変動とともに「11n× 3本，

図 15 提案方式と各アンテナ分配のスループット推移

Fig. 15 Throughput transition and antennas distribution in

proposed method and 5 fixed distribution cases.

表 3 無線システムへの電力分配

Table 3 Power distribution to wireless systems.

共有アンテナ分配組合せ 11n への電力 11ac への電力

11n × 0 本，11ac × 4 本 0 dbm 50 dbm

11n × 1 本，11ac × 3 本 25 dbm 25 dbm

11n × 2 本，11ac × 2 本 25 dbm 25 dbm

11n × 3 本，11ac × 1 本 25 dbm 25 dbm

11n × 4 本，11ac × 0 本 0 dbm 50 dbm

図 16 提案方式での分配周期と共有アンテナ分配数の推移

Fig. 16 Switch over S-interval/L-interval and shared antennas

distribution in proposed method.

11ac× 1本」または「11n× 4本」を遷移し，容量超過を回

避し，いったん，「11n×3本，11ac×1本」で最適分配を発

見し，L-intervalへ切り替わり分配維持フェーズへ移行す

る．続けて，44 m地点で共有アンテナ分配数「11n× 3本，

11ac×1本」が容量超過後，スループットが低下し，約 50 m

地点で 10 Mbpsに復帰している．図 16 より，44 mの直前

で最適分配「11n × 3本，11ac × 1本」を発見し分配維持

フェーズに移行したことから，L-interval経過後に 11acの

不通から容量超過を検知して，分配探索フェーズへ移行す

るため，この間である 44～50mにおいてスループットが

低下する．しかし，その後，探索を継続し，55 mの手前で

最適分配「11n × 4本」を発見して，分配維持フェースに

移行する．以降，10 Mbpsのスループットを維持する．

以上より，提案方式は，受信側を移動させた場合におけ

るMIMOチャネルの容量変動に対して継続的に最適に共

有アンテナを分配することができると考えられる．
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5. まとめ

本論文では，異種無線システム間でアンテナを共有して

構成される多重MIMOチャネル総容量は各無線システム

への共有アンテナ分配数に対して上に凸であることを示し

た．また，多重MIMOチャネル総容量を拡大するため，示

した多重MIMOチャネル特性に基づいて，最適に共有アン

テナを異種無線システム間で分配する異種無線多重MIMO

チャネル動的構成方式を提案した．

提案方式の基本性能評価として，位置固定時のスルー

プット，移動時のスループットの評価から，提案方式は，

多重MIMOチャネルの総容量拡大により，アプリケーショ

ンスループット拡大を可能とすることを示した．

今後は，S-Interval，L-Interval，感度レートの動的な設

定方式と複数の移動ノードとの通信における有用性を検証

する予定である．
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推薦文

本稿では，異種無線多重MIMOチャンネル動的構成方

式において，動的にインターバルを調整することで，チャ

ンネル探索時間の削減及びアンテナ振動の抑制を実現する

方式を提案しています．先行研究と提案手法との差分が明

らかに示されており，新規性が高く，また，今後の 5G普

及にともなうアンテナ数増加を対象とした改善である点か

ら，完成度が高い論文であり，今後複数ノードとの通信に

おける有用性の評価，実世界での評価など，今後の実践的

な取組 が期待されます．以上の理由により，本論文を推薦

いたします．
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